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Abstract 
	
 Since 1990, added gross value of industrial products of the region of middle and west 

Enshu in Shizuoka prefecture has increased consistently. This paper reveals mechanism 

of why added gross value of industrial products increased after 1990 in terms of the 

amount of resource and productivity of enterprises. Specifically this paper argues 

several patterns of increase of added gross value of industrial products by analyzing 

macro data of Shizuoka prefecture, and clarifies the background of the increase of added 

gross value of industrial products after 1990 in the region of middle and west Enshu in 

Shizuoka prefecture. 
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要旨 
	
 静岡県の中遠・西遠地域では、90 年以降、粗付加価値額が一貫して増加してきた。このよう

に 90年以降、静岡県中遠・西遠工業地域において粗付加価値額が高められてきた背景には、ど

のようなメカニズムがあるのであろうか。本稿では、粗付加価値額が維持されてきた背景を、資

源投入量と生産性（効率改善）の観点から探求していく。具体的には、静岡県の工業統計調査報

告書（静岡県の工業）のデータを使用して、粗付加価値額が高められてきたパターンを吟味・検

証することで、静岡県の中遠・西遠工業地域で 90年以降粗付加価値額が維持されてきた背景を

探る。 
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 静岡県中遠・西遠地域、データ分析、資源投入量・生産性 
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１．問題設定  

	
 国内製造業の活動環境は、ここ 20年，30年の間、国内需要の成長率の減少、円高の進展、顧

客企業の海外移転といった要因によって悪化の一途を辿ってきた1。そのため、全国における製

造品出荷額（以下、出荷額）は伸び悩んできたものの、静岡県中遠・西遠工業地域2の出荷額は

増加傾向を維持してきた。1990 年以降、全国における出荷額が横ばい状態を保っているのに対

して、静岡県中遠・西遠地域の出荷額は、右肩上がりを維持してきたのである。 

 

 

図 2‐1「全国と中遠・西遠工業地域の製造品出荷額の推移」 

 

 

「製造品出荷額」を活動規模の代理変数と考えれば、静岡県中遠・西遠工業地域は、90 年以

降、活動規模において全国平均を上回ってきたことがわかるが、これは単に活動規模の増加とい

ったことを意味することに留まらず、その背後には、粗付加価値額の一貫した増加という潮流も

みてとれるのである。実際、この地域の出荷額が 90年以降一貫して上昇してきたように、粗付

加価値額においても、1990年以降、右肩上がりで上昇する傾向が示されている。 

	
  

 

                                                   
1 国内製造業における活動環境変化の実態の詳細に関しては、岸本（2011b）を参照されたい。 
2 静岡県中遠・西遠工業地域とは、2011年 3月現在、浜松市、磐田市、掛川市、袋井市、湖西市、御前崎
市、菊川市、牧之原市、森町を含んだ地域のことを指す。なお、1975年以降、中遠・西遠工業地域では、
数回に亘り市町村合併が起こってきたが、本論で用いているデータでは、地域の範囲が同じになるように

処理をおこなっている。 
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図 2‐2	
 中遠・西遠工業地域の粗付加価値額の推移 

 
出所）『工業統計調査報告書（静岡県の工業）』より筆者作成 

注）データの収集方法により 1981年のみ 30人以上の事業所における粗付加価値額を示している。 

 

本稿では、中遠・西遠工業地域の生産活動全体の動向を示す代理変数として主として「粗付加

価値額」を使い、90年以降の変化をみていくことにする。粗付加価値額が 90年以降も一貫して

増加している背景を資源の投入量と生産性という観点から分析をおこなっていく。なお、『工業

統計調査報告書』における「粗付加価値額」とは、4人以上の事業所において「製造品出荷額等」

から「消費税を除く内国消費税額」、「推計消費税額」、さらには「原材料使用額等」を引いた総

額を指す。 

これまで、静岡県の中遠・西遠工業地域を対象にした研究はいくつかみられるものの、それら

が焦点を当ててきたのは、中遠・西遠工業地域の有力企業を調査対象としておこなった個別企業

の事例研究が圧倒的に多数を占めていた3。中遠・西遠工業地域を俯瞰した研究もなされていな

いわけではないが、それらは浜松地域の産業集積や産業クラスターの実態に関する研究であった

（西野	
 2009、岡本	
 2007）。これらの研究では、研究対象を一時点から眺める研究がほとんど

であり、時系列のマクロデータから中遠・西遠工業地域を捉えようとする分析視角に乏しかった

と言わざるをえない4。 

	
 そのため、これまでの研究では、中遠・西遠工業地域の有力企業の事例研究が積み上げられ、

                                                   
3 中遠・西遠工業地域を構成する浜松市は、ヤマハ発動機、ヤマハ、本田技研工業、スズキ、河合楽器製
作所等の今日日本を代表する企業を輩出してきた街である。そのため、それらの個別の企業にフォーカス

を当てた研究は数多くなされている。なお、本稿が、浜松市ではなく、より広範に及ぶ中遠・西遠工業地

域を調査対象地域に限定している理由は、岸本（2011b）を参照されたい。 
4 この地域の歴史的な発展をまとめた資料はこれまで数多く編纂されているものの、この地域における経
済活動規模が維持されてきたメカニズムをマクロなデータで分析したものはほとんどない。この地域の歴

史的な発展をまとめた資料としては、遠州織物工業組合（1950）、浜松市（1991、1954）などを参照され
たい。 
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同時にこの地域における産業集積やクラスターに関する調査研究がなされてきたものの、なぜ中

遠・西遠工業地域において、90 年以降、経営環境が悪化したなかでも、経済活動規模の代理変

数である「粗付加価値額」が増加し、全国平均を上回る「優等生」地域となったのか、このよう

な原初的な問いに応えようとしてきた研究は、これまでほとんど見られなかった5。 

	
 本稿では、1990 年以降、静岡県中遠・西遠工業地域において粗付加価値額が高められてきた

背景にどのようなメカニズムが存在するのかを探究する。とりわけこの地域で粗付加価値額が維

持されてきた背景を、資源投入量と生産性（効率改善）の観点から検証していく。 

 

２．本稿が用いる分析指標と分析の構造  

本稿では、静岡県の『工業統計調査報告書（静岡県の工業）』のデータを分析することで、静

岡県中遠・西遠工業地域において、90 年以降も「粗付加価値額」が増加してきた背景を探る。

本稿の分析は三つの柱から成っている。 

第一に、粗付加価値額の増加を 4つの指標――「労働生産性」、「従業員数」、「設備投資総額」、

「設備投資純増額」――の時系列データから読み解く6。「労働生産性」は現場における「生産性」

を測る代理変数として、「従業員数」は「ヒトの投入量（従業員数の増減）」を測る代理変数とし

て、「設備投資総額」「設備投資純増額」は、「投資の規模と設備の除去（売却・撤去・滅失等）」

を測る代理変数とした。このような指標を用いて、中遠・西遠工業地域において、90 年以降、

どのようなメカニズムによって粗付加価値額が維持されてきたのかを具体的に明らかにする7。 

そして第二に、粗付加価値額が 90年以降増加するなかで、一人当たりの給与総額の変遷を概

観する。粗付加価値額が増加するなかで、従業員への給与がどのように推移してきたのかをみる

ことで、従業員の勤労貢献に対する「見返り」がどのような形で担保されてきたのか（あるいは

担保されてこなかったのか）をみる。 

最後に、従業員の規模別に「一人当たりの出荷額」、「従業員数」の時系列的な推移をみる。中

遠・西遠工業地域の企業と一言で表現しても、当然、そこには様々な規模、業種の企業が存在す

る。そこで、今回はとりわけ企業規模に着目し、従業員の規模別に出荷額、従業員数の時系列変

化をみてみる。なぜなら、今回は中遠・西遠工業地域の製造業に焦点を当てて議論を組み立てて

                                                   
5 もっとも、同種の問題意識に根差して、他の産業集積に焦点を当てた調査研究はある。例えば、東京都
大田区の産業集積について研究をおこなった、額田・首藤・岸本（2009）や、長野県諏訪市の産業集積に
ついて研究をおこなった額田・岸本・粂野・松嶋（2010）などである。 
6 工業統計調査報告書のデータでは、「粗付加価値額」、「労働生産性」、「従業員数」に関しては 4人以上の
事業所のデータを、「設備投資総額」、「設備投資純増額」に関しては 30人以上の事業所のデータを集計し
ている。 
7 なお、工業統計調査報告書のデータは、「粗付加価値額」が 4人以上の事業所、「設備投資総額」「設備投
資純増額」が 30人以上の事業所を対象に収集されているため、「設備生産性」を測ることができない。 
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いるため――業態ごとの分析も必要であろうが、業態ごとの細かな分析は別稿に譲ることにして

――本稿では従業員の規模別の「一人当たりの出荷額」、「従業員数」に焦点を当てる。 

このような３つの分析の柱から、静岡県中遠・西遠工業地域の特質、とりわけ 1990年以降も

粗付加価値額の増加傾向が維持されてきた特質を探究する。 

 

３．粗付加価値増加のパターン：仮説の提示  

	
 既にみてきたように、1990 年以降、粗付加価値額は一貫して増加してきた。静岡県の『工業

統計調査報告書』からは、中遠・西遠工業地域の粗付加価値額の増加が、現場における生産性の

上昇に依拠するのではないかということがみえてくる。 

	
 1990年以降は、この地域では、粗付加価値額が一貫して増加してきているが、 

生産現場において、粗付加価値額が高められるパターンにはどのようなものがあるだろうか。生

産現場における粗付加価値額を上昇させるパターンとしては、大きく下記の４つを挙げることが

できるであろう。 

一つめのパターン（パターン１）が、ヒトを増やすことで粗付加価値額を増加させるというこ

とである。多くの人員を生産現場に配置することで、粗付加価値額を高めていくというパターン

である。 

	
 二つ目のパターン（パターン２）は、設備を増やすことで粗付加価値額を高めるパターンであ

る。積極的に設備投資をおこない、機械化を推し進めることでヒトによる粗付加価値の増加では

ない、設備による粗付加価値額の増加を達成していくパターンである。 

	
 三つ目のパターン（パターン３）は、設備は買い替えずに（同じ設備を使いながら）、ヒトが

効率を上げて、粗付加価値額を増加させるというものである。 

	
 四つ目のパターン（パターン４）は、設備を替えて粗付加価値額を増加させるというものであ

る。古い設備の売却・撤去等をおこない、同時に設備投資をおこない、生産性の高い設備を新た

に導入することで粗付加価値額の増加に結び付けようというものである。 

	
 これら４つのパターンは、その特質から二つに大別することができる。一つがパターン１とパ

ターン２で、これらはヒトや機械といったような「資源」を増やすことで粗付加価値額を増加さ

せているパターンである。それに対して、パターン３とパターン４は、「資源」を増やすという

よりもむしろ、ヒトの効率性を高めたり、設備の効率性を高めるために設備を買い替え「モノと

ヒトの効率」を高めることで粗付加価値額を上げている。 

	
 本稿では、これら４つのパターンについて、それぞれ静岡県の『工業統計調査報告書』のデー

タを使って吟味をおこない、中遠・西遠工業地域で粗付加価値額が増加してきた背景を探る。粗

付加価値額増加の４つのパターンに即して、下記の４つの仮説をそれぞれ検証していくことにす
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る。 

 

（静岡県中遠・西遠工業地域では、） 

H1：ヒト（従業員）を増やすことで粗付加価値額を増加させてきた。 

H2：機械（設備）を増やすことで粗付加価値額を増加させてきた。 

H3：同じ設備を使いながら、ヒトが効率を上げることで粗付加価値額を増加させてきた。 

H4：機械を替えることで粗付加価値額を増加させてきた。 

 

図 2‐3	
 本稿の４つの仮説 

 

出所）本稿の仮説より筆者作成 

 

４．仮説の検証  

	
 4.1	
 従業者数 

	
 中遠・西遠工業地域の従業者数の推移に目を転じてみると、4 人以上の事業所の従業者数は、

1981年が約 20万 800人、1990年が約 22万 2200人、2008年は約 21万 5800人となっており、

この地域においては、90年までは従業者数が右肩あがりに増加しているのに対して、90年以降

は、減少傾向に転じていることがみてとれる。 
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図 2‐4	
 中遠・西遠工業地域の従業者数の推移 

 

	
 出所）『工業統計調査報告書（静岡県の工業）』より筆者作成 

	
 	
 	
 注）「従業員数」とは、臨時雇用者以外の雇用者すべてを指す 

 

しかし、『工業統計調査報告書』における従業者数は、臨時雇用者8以外の雇用者すべてが含ま

れている。そのため、上記の従業者数には、一定期間の期間工やパート、アルバイトといった非

正規従業員も含まれているのである。『工業統計調査報告書』のデータからは、90年以降に従業

者数が減少傾向であることが確認できるものの、正規雇用者（正社員）の数が減少しているのか、

あるいは非正規雇用者の数が減少しているのか、その区別を明確にすることができない。 

	
 しかし、国内において 90年以降において労働者に占める非正規雇用者の割合が増加してきた

ことを考えると、正規雇用者数と非正規雇用者数の関連にも目を配る必要があるであろう。そこ

で、本稿では『工業統計調査報告書』のマクロデータの分析を中心におこなうものであるが、参

考までにこれまで筆者らの研究グループが調査をおこなった中遠・西遠工業地域のある企業の正

規雇用者数と非正規雇用者数の時系列的な変化を具体的にみてみることにする。これまで、筆者

らの研究グループは、中遠・西遠工業地域の企業を数十社訪問し、現場の実態調査を継続的にお

こなってきているが、その中のＡ社では、90年以降、正規雇用者の数は上昇傾向にあり、他方、

非正規雇用者（期間工）の数はやや減少傾向にあった。2008 年以降は、リーマンショックの影

響から、非正規雇用者（期間工）の採用を止めていた。つまり、Ａ社では、90 年以降、正規雇

用者の数を減らすことなく、期間工の数を減らすことで、人員を調整してきたことがみてとれる。 

 

                                                   
8 工業統計調査では、「臨時雇用者」とは、常用労働者以外の雇用者で、1か月以内の期間を定めて雇用さ
れている者や日々雇用されている者を指している。 
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図 2‐5	
 中遠・西遠工業地域にあるＡ社における正規・非正規雇用者の推移 

 

出所：Ａ社内部データより筆者作成 

 

この他にも、聞き取りをおこなった中遠・西遠工業地域の企業では、90年以降であっても、

大幅な人員削減をおこなわずに、非正規雇用者の雇い止めをおこなうことで、正規雇用者の雇用

を守ってきたという話を数多く聞いた。このような現場での聞き取り調査の結果から考えてみる

と、本稿で分析をおこなっている『工業統計調査報告書』のデータからは 90年以降、従業者数

が減少傾向であることが示されたものの、その内情は、非正規雇用者を調整することで正規雇用

者の雇用を維持していることが示唆される。しかし、この点に関しては、あくまで少ない事例か

らの仮説であるため、今後も現場の実態調査を継続していくことでより鮮明にしていく必要が求

められる。 

さらに、この地域における「一人当たりの労働生産性9」は、1990年以降、一貫した上昇傾向

がみてとれる。1990年に一人当たりの労働生産性が 1091万円であったのが、2008年には 1990

年のおよそ 1.6 倍にあたる 1677 万円にまで上昇している。「一人当たりの労働生産性」は、従

業員の生産性の代理変数と考えられるため、この地域において 1990年以降、現場における生産

性が大幅に高められてきたことがみてとれるのである。この地域では、現場の生産性を高めるこ

とで、粗付加価値額を増加させてきたとみることができるであろう。 

 

 

                                                   
9 「一人当たりの労働生産性」は、「粗付加価値額」を「従業員数」で割って算出した。 
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図 2‐6	
 中遠・西遠工業地域の労働生産性の推移 

 

出所）『工業統計調査報告書（静岡県の工業）』より筆者作成 

 

このように、90 年以降も粗付加価値額が増加するなかで、従業者数は減少傾向を示し、他方で

一人当たりの労働生産性が上昇していることを鑑みると、中遠・西遠工業地域では、ヒトを増や

して粗付加価値額を増加させてきたわけではないことがわかる。すなわち、H1（仮説１：ヒト

を増やすことで粗付加価値額を増加させてきた）は棄却されることになる。反対に、現場の生産

性を高める形で粗付加価値額の増加がおこなわれてきたとみることができるため、H3（仮説 3：

同じ設備を使いながら、ヒトが効率を上げることで粗付加価値額を増加させてきた）、H4（仮説

4：設備を替えることで粗付加価値額を増加させてきた）のどちらかが、粗付加価値額の増加に

影響を与えていたのではないかということが示唆される。 

 

	
 4.2	
 設備投資額 

	
 中遠・西遠工業地域では、90年以降、従業員数が減少傾向にあり、H1（仮説１）が棄却され

ることが確認されたが、続いて設備投資状況の時系列的変化をみてみる。中遠・西遠工業地域の

１年間の「設備投資総額10」の推移をみてみると、90年以降は増加傾向を保っている。1990年

に約 3436億円であった設備投資総額が、2008年には約 4361億円に増加している。それに対し

て 1 年間の「設備投資純増額11」は、1990 年に約 3138 億円であったのが、2008 年には 3101

億円と 90年以降、横ばい状態になっていることがわかる。 
                                                   
10静岡県の『工業統計調査報告書』では、「設備投資総額」を「有形固定資産額取得額＋建設仮勘定年間増
減」で算出している。なお、1995年から名目の名称が変更され「有形固定資産投資総額」と改称されてい
る。 
11 「設備投資純増額」は「有形固定資産投資総額」−「除去額」で算出されている。有形固定資産の「除
去額」とは、有形固定資産の売却、撤去、滅失及び同一企業に属する他の事業所への引き渡し等の額を指

している。 
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図 2‐7「設備投資総額」と「設備投資純増額」の推移 

 

出所）『工業統計調査報告書（静岡県の工業）』より筆者作成 

注）「設備投資総額」「設備投資純増額」はそれぞれ 30人以上の事業所のデータ 

 

	
 設備投資の純増額において 90年以降は、やや横ばい状態になっているのに対して、設備投資

の総額が、90 年以降増加していることから、設備（機械）投入量を増やすことで粗付加価値額

を増加させてきたことがみえてくる。さらに、「設備投資純増額」が 90 年以降横ばい状態であ

ることから、90 年以降は、古い設備の売却・撤去・滅失が進んできたことが示唆されるのであ

る。90 年以降は、古い設備の売却・撤去・滅失を進め、新しい設備を買うことで粗付加価値額

を増加させてきたと考えられる。もっとも、90 年以降、一人当たりの労働生産性が増加してい

ることから、現場において何らかの形で生産性を上げていることが確認されているが、その生産

性の向上が人の仕事における習熟や熟練であるのか、あるいは設備による効率性の上昇なのか、

あるいはその両方なのかは現段階で明確にすることはできない。しかし、ここで確認できたのは、

90 年以降、古い設備の売却・撤去・滅失を進め、新しい機械を導入することで粗付加価値額を

増加させる傾向にあるということである。 

	
 以上のように、1年間の「設備投資総額」、「設備投資純増額」の時系列的な推移をみてみると、

古い設備の売却・撤去・滅失を進めながら、同時に設備への投資を積極的に進めていることから、

H2（仮説２：設備を増やすことで粗付加価値額を増加させてきた）は単純には検証することが

できない。さらに、「従業員数」、「設備投資総額」、「設備投資純増額」の時系列的な推移からは、

H4（仮説４：機械を替えることで粗付加価値額を増加させてきた）の可能性が示唆される。し

かし、実際には、これらの分析結果からでは、H3（仮説３：同じ設備を使いながら、ヒトが効

率を上げることで粗付加価値額を増加させてきた）の可能性を完全に棄却することはできない。
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むしろ、もっとも考えられる可能性は、機械の買い替えを進め、資源の生産性を改善していくこ

とで粗付加価値額の増加に貢献してきたのではないかということが示唆されるのである。 

いずれにしても、静岡県中遠・西遠工業地域において、90 年以降も粗付加価値額が一貫して

増加傾向を保ってきたのは、設備投入量の増加と資源（ヒトまたは設備あるいはその両方）の生

産性の上昇にあったとみることができそうである。 

 

５．一人当たりの給与総額  

	
 これまで、静岡県中遠・西遠工業地域では、90 年以降、生産性が高められることで粗付加価

値額が増加してきたのではないかということが示唆された。90 年以降は、「設備投入量の増加」

と「資源の生産性向上」によって粗付加価値額が増加してきたことが示唆された。 

90 年以降も一貫して粗付加価値額の増加傾向がみられたが、それでは、このような粗付加価

値額の増加が従業員の給与面にどのように関係してきたのだろうか。中遠・西遠工業地域では、

90 年以降も粗付加価値額が増加するなかで、従業員への給与がどのように推移してきたのかを

みることで、従業員の勤労貢献に対する「見返り」としての給与が、どのような形で担保されて

きたのか（あるいはされてこなかったのか）をみていくことにする。 

中遠・西遠工業地域における一人当たりの「給与総額12」を見てみると、1990 年に約 392 万

円、1995 年に約 452 万円、2008 年には約 487 万円とやや横ばい状態を保って推移しているこ

とがみてとれる。 

 

図 2‐8「一人当たりの給与総額」の推移 

 

出所）『工業統計調査報告書（静岡県の工業）』より筆者作成 

                                                   
12 一年間に常用労働者のうち雇用者に対して支給された基本給、諸手当及び特別に支払われた給与（期末
賞与等）の額とその他の給与額との合計を指す。 
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 すなわち、90 年以降、粗付加価値額は一貫して増加してきているものの、従業員一人当たり

の給与総額は、やや横ばい状態を保ってきていた。90 年以降は、中遠・西遠工業地域では、古

い機械（設備）の売却・撤去・滅失を進めながら、同時に設備投資を進めていくことで生産性を

高め、粗付加価値額を増加させてきたことが示唆されていたが、その一方で、一人当たりの給与

総額は、90 年以降、やや横ばい状態が保たれ、伸びてきていない。すなわち、粗付加価値額が

増加しているものの、それが従業員の給料へはそれほど反映されていないのである。給与は、人

の習熟（熟練）度合いに対する対価であると考えれば、一人当たりの労働生産性が 90年以降一

貫して上昇しているにもかかわらず、給料に反映されていないことを鑑みると、従業員の習熟（熟

練）は、それほど進んでいないのではないかと推測できる。むしろ、設備投入量を増加させるこ

とによって一人当たりの労働生産性が上昇してきたと考えることができるのではないだろうか。 

さらに、これまでの分析結果から示唆されたように、90 年以降の粗付加価値額の増加が設備

投入量の増加に依存する部分が高いこと、さらには従業員の習熟（熟練）が進んでいないとすれ

ば、従業員への給料を抑えることで、そのお金を積極的に設備投資に回してきたのではないかと

考えることが可能である。 

	
  

６．規模別にみた「従業員数」「製造品出荷額」の推移  

	
 これまで、静岡県中遠・西遠工業地域における 90年以降の粗付加価値額の増加を四つのパタ

ーンから探ってきた。これまでの分析では、中遠・西遠工業地域における 4人以上の事業所（但

し、「設備投資総額」、「設備投資純増額」に関しては 30 人以上の事業所）すべてを一括りにし

て分析をおこなってきた。しかし、実際に中遠・西遠工業地域の企業をみていくと、そこには実

に多種多様な企業が存在していることがわかる。従業員数（企業規模）やどのような製品（製造

品目）を生産しているかによって、90 年以降の粗付加価値額の増加傾向というのは異なってく

るかもしれないことが考えられる。 

そこで、本稿では、とりわけ企業規模別に 90 年以降の「従業員数」、「製造品出荷額13」の推

移をみていくことにする。もちろん、製造品目ごとに事業所を分析していくことも重要なことで

はあるが、本稿では中遠・西遠工業地域の製造業の傾向を大きく把握することを目的にしている

ため、ここでは事業所の規模別に従業員数と製造品出荷額の推移に注目して分析をおこなってい

くことにする。 

                                                   
13 これまで生産活動全体の動向を表す代理変数として「粗付加価値額」を用いていてきたが、『工業統計
調査報告書』では従業員の規模別に粗付加価値額をとることはできない。そのため、従業員の規模別で分

析をおこなう場合には、生産活動を表す代理変数として「製造品出荷額」を用いることにする。 
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本稿では、岸本（2011c）の分類に倣い、中遠・西遠工業地域の事業所を、その規模によって

3つのグループに分類する。 

岸本（2011c）は、従業者数 1~19人の企業を零細企業、従業者数 20人以上の企業で所謂有

名大企業ではない企業を中企業、そして、それ以外の企業を大企業、と定義している。そのため、

従業者数 300 人以上の規模層には、中企業と大企業の両方が含まれていると見なしている。岸

本（2011c）の分類に基づき、本稿では、従業員数 19人未満の事業所を「小規模事業所」とし、

20～199 人の事業所を「中の小の事業所」、そして 200 人以上の事業所を「中の大＆大事業所」

と分類する。しかし、『工業統計調査報告書』では、従業員数の規模別が、200 人を境としてデ

ータの集計がされていないため、本稿では、19人未満の事業者を「小規模事業所」、20人～299

人の事業所を「中規模事業所」、300 人以上の事業所を「大規模事業所」と分類し、この３つの

分類に基づいて、90年以降の「従業員数」、「製造品出荷額（以下、出荷額）」の推移をみていく

ことにする。 

	
 まず 90年以降における規模別の従業員数の推移からみていく。規模別の従業員数の推移をみ

てみると、その顕著な違いがみえてくる。小規模事業所と大規模事業所では、90 年以降は、従

業員数が減少傾向にあるものの、中規模事業所では、90 年以降も従業員数が微増しているので

ある（図 2‐9）。 

 

図 2‐9「規模別従業員数」の推移 

 

出所）『工業統計調査報告書（静岡県の工業）』より筆者作成 

注）全事業所における従業員数 
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中規模事業所では、1990年に約 9万 4900人であったのが 2008年には約 9万 7500人と微増

しているのに対して、大規模事業所は 1990 年に約 15 万 3000 人であったのが 2008 年には約

12万 7000人まで減少している。同様に、小規模事業所でも 1990年に約 5万 8000人であった

のが 2008年には約 3万 0000人へと減少しているのである（表 2‐1）。 

 

表 2‐1「規模別従業員数」の推移 

 
出所）『工業統計調査報告書（静岡県の工業）』より筆者作成 

注）全事業所における従業員数 

 

すなわち、中遠・西遠工業地域においては、90 年以降、小規模事業所と大規模事業所におい

て従業員数が減少しており、他方、中規模事業所では減少傾向がみられないことがみてとれるの

である。 

	
 続いて一人当たりの規模別の出荷額に目を転じてみる。一人当たりの出荷額を規模別にみてみ

ると、大規模事業所よりも中規模事業所のほうが高い14。大規模事業所、中規模事業所の 1990

年における一人当たりの出荷額はそれぞれ約 1500 万円、2400 万円、2005 年はそれぞれ 2600

万円、3000 万円と 90 年も 05 年のいずれの年も中規模事業所のほうが高いのである。しかし、

90 年以降の一人当たりの出荷額の伸び率をみてみると、大規模事業所の方が中規模事業所より

も高いことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
14 一人当たりの製造品出荷額が、大規模事業所よりも中規模事業所で高いのは、例えば大規模事業所のほ
うが、経理部門や総務部門などの人材も含んだ間接人員をより多く雇用しているからではないかといった

ことも考えられるが、その具体的な理由の探求に関しては別稿に譲ることにする。 

年 4人以下 4～19人 20～99人 100～299人 300～

1983 ― 49125 46465 31631 127221
1985 13237 46389 51363 33337 131089
1990 10825 47281 55415 39520 142216
1995 10411 41509 55249 38139 134897
2000 9296 37631 55200 36117 128948
2005 6848 31360 56827 40978 129165
2008 ― 30097 55554 41986 127637
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図 2‐10「規模別一人当たりの製造品出荷額」 

 
出所）『工業統計調査報告書（静岡県の工業）』より筆者作成 

注）4人以上の事業所における従業員数 

 

90 年以降の一人当たりの出荷額そのものは、中規模事業所が他規模の事業所よりも高い形で

維持してきたが、その伸び率に関しては、大規模事業所の方が高いことが確認できる。このこと

は、大規模事業所の方が、設備投入量を増やしやすいことと関連があるのではないかと推測でき

る。すなわち、大規模事業所のほうが、中規模事業所や小規模事業所よりも出荷額そのものが大

きくなるため、積極的に設備投入量を増やすことが可能で、そうすることで生産性の改善を推し

進めてきたのではないかと推察できるのである。そのため、90 年以降の一人当たりの出荷額の

伸び率が、大規模事業所において高く表れているのではないかと推測することができそうである。 

 

７．本稿のまとめ  

	
 本稿では、静岡県中遠・西遠工業地域における 90年以降の製造品出荷額、粗付加価値額が一

貫して増加してきた背景を資源投入量と生産性の観点から分析をおこなってきた。 

本稿の分析結果からみえてきたことは、中遠・西遠工業地域では、90 年以降は設備の投入量

の増加と資源の生産性の上昇にあったとみることができる。もっとも、ヒトが生産性を高めてき

たのか、あるいは設備が生産性を高めてきたのか、あるいはその両方であるのか現段階では厳密

に結論付けることができない。 

他方、この地域における一人当たりの給与総額は 90年以降もやや横ばい状態であった。これ

は、企業側が生産性の上昇を通じて粗付加価値額の増加へ貢献したヒトに対する配分を抑えてい

たという可能性をもつ結果とみることができ、そもそもヒトが粗付加価値額の増加に貢献してお

らず、そのことが反映された結果とみることもできる。このように考えるとヒトによる生産性の
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上昇であったと考えるよりも、むしろ設備投入量の増加によって生産性の向上が図られてきたの

ではないかと考えることができる。 

事業所の規模別における従業員数、製造品出荷額の推移分析の結果からは、大規模事業所、小

規模事業所ともに従業員数が減少しているのに対して、中規模事業所では維持・微増していた。

さらに、90 年以降は、中規模事業所、大規模事業所ともに一人当たりの出荷額を増加させてき

ているものの、その伸び率は、大規模事業所の方が大きかった。今回のデータ分析の結果からは、

90 年以降、主に設備の投入量を増やすことで製造現場における効率改善を進めてきたことが確

認された。さらに、規模別の出荷額の推移をみることで、設備投入量を増やし製造現場の効率改

善を大きくおこなってきたのが、大規模事業所であったのではないかということが示唆される。 

 

８．本稿の限界と今後の課題  

他方、本論考の限界も見えてきた。それは、粗付加価値額の増加に対して、ヒトがどのように

生産性向上に関わってきたのか（あるいは関わってこなかったのか）、に関しては、詳細で具体

的な分析が求められるということである。今後は、中遠・西遠工業地域において、設備投入量を

増加させることで生産性を向上させてきた側面と、ヒトの習熟によって生産性の向上を図ってき

た側面との関係を詳細にみていく必要があるであろう。そのような設備とヒトとの使い分けが生

産性にどのような影響を与えているのかを明確にみていくためには、個別の企業の具体的なケー

スを掘り下げながら探求していく必要があるであろう。そうすることで、本稿では明確にするこ

とができなかった「設備の増加による生産性の向上」と「ヒトよる生産性の向上」の関係を明確

にすることが可能になるであろう。 
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